	ソフトウェア業


ソフトウェア業は平成20年秋以降の経済情勢悪化により、長らく低迷期にあったが、家電エコポイント制度や地デジ化によるデジタル家電製品の好調や、スマートフォンの出荷増等によるモバイル製品の活況により、22年度のソフトウェア売上げは回復基調にあった。今後の見通しについては、回復基調を維持したいものの、東日本大震災や首都圏の計画停電の影響について不安視している。

・業界の概要　
ソフトウェア業は、コンピュータのプログラムの開発を専門的に行う企業であり、ソフトウェアハウスとも呼ばれる。

　日本標準産業分類によれば、ソフトウェアの種類は、①受託開発ソフトウェア業（顧客の委託により、電子計算機のプログラムの作成及びその作成に関して、調査、分析、助言などを行う事業所）、②組込みソフトウェア業（情報通信機械器具、輸送用機械器具、家庭用電気製品等に組込まれ、機器の機能を実現するためのソフトウェアを作成する事業所）、③パッケージソフトウェア業（電子計算機のパッケージプログラムの作成及びその作成に関して、調査、分析、助言などを行う事業所）、④ゲームソフトウェア業（家庭用テレビゲーム機、携帯用電子ゲーム機、パーソナルコンピュータ等で用いるゲームソフトウェア〔ゲームソフトウェアの一部を構成するプログラムを含む〕の作成及びその作成に関して、調査、分析、助言などを行う事業所）に分類される。
　ソフトウェア開発には、基本ソフトとも呼ばれるオペーレーティングシステム（OS）、データベース管理やネットワーク管理のソフトウェアであるミドルソフト、業務パッケージ等に代表される応用ソフトがあり、これらを設計・開発及び技術開発を行うのがシステムエンジニア等の情報処理技術者である。

　ソフトウェアハウスは、資本系列や創業の経緯により、情報機器メーカーから独立したメーカー系、システムユーザーの情報システム部門が独立したユーザー系、そしてどちらにも属さない独立系に大別される。一般的には、メーカー・システムユーザー系は大手・中堅規模であり、独立系は小規模な企業が多い。

　大阪の地位　　

21年における大阪府内のソフトウェア業の事業所数は1,615か所で、東京都に次いで全国第２位である（経済産業省『平成21年特定サービス産業実態調査報告書』）。事業所数は19年より増加傾向にある。対全国比は10.6％と横ばいで推移している。

　従業者数は60,034人（対全国比9.8％）、年間売上高は10，361億円（同8.7％）となっており、いずれも増加傾向にある。これまで従業者数、年間売上高において大阪府は神奈川県を下回っていたが、ともに神奈川県を抜いて全国第２位になっている。しかし、大阪府内のソフトウェア業は、一事業所当たり、一人当たりの売上高が全国平均よりも低くなっており、小規模性が強い。

　業務系ソフトウェア、および組込系ソフトウェアともにユーザー企業の本社や開発拠点の近隣に立地することが多いことから、ソフトウェア業は大都市立地型産業である。また、組込みソフトウェア業界によると、関西は製造業が多いため、ハードとソフト一体の開発を得意とする企業が多く、ユーザーとしては弱電関連に強い。東京はソフトウェア開発のみが多く、中部や九州は自動車関連に強い等の特色がみられる。
受注は回復基調　　

20年秋のリーマンショック以降、大きく業績が落ち込む企業が多かったが、22年度全体としては回復基調にある。

テレビ放送の地上波デジタル化によるテレビの買い替え需要の増加等により、テレビ等の組込みソフトウェアを受注する企業等は受注が好調である。また、家電エコポイントの普及により、家電製品全般が好調だったことや、家電製品同士の連携やインターネットとの接続等により、それを制御するソフトウェアの需要が高まっている。

また、携帯電話の需要は成熟期にあるものの、スマートフォンの出荷台数がパソコンの出荷台数を上回る等、新たに大きな市場が形成されている。ベンダー各社の旺盛な投資計画にも支えられ、ソフトウェアの受注やシステムエンジニアの人材派遣が回復基調にある。
収益は依然厳しい　

急激な円高やデフレの進行、原油や原材料価格高騰、アジア企業との競争激化等によりハードウェアの低価格化が進んでいる。このため、ソフトウェアにおいても受注・販売単価は低価格化する傾向がみられ収益は厳しい。
製品のライフサイクルも短く、機器のモデルチェンジや新製品の投入が頻繁であることに加え、スマートフォン分野ではOSのバージョンアップにも対応が必要となっている。また、機器の故障原因のうち「ソフトウェアの不具合」が占める割合が年々高まっており、不具合による市場回収（リコール）等が発生しないよう、保険への加入や契約書の見直し等の間接コストが増加傾向にある。
また、技術者の人材派遣を主な事業としてきた企業の中には、リーマンショック直後に大きな損失を受けた企業が多く、以前の収益状況まで回復していない企業が顕著である。
資金繰りに苦慮

ソフトウェア業界は人件費の占める割合が高く、開発費等の運転資金の確保に苦慮する企業が多い。資金繰りを改善するために、事務所を郊外に移転したり、WEB開発やモバイル向けソフト開発といった、従来よりも開発コストが小さい事業領域への進出を図る企業もある。
慢性的な人材不足だが、需給にミスマッチ
　当業界は技術者が慢性的に不足しているが、求める人材は即戦力であり、労働市場の需給にミスマッチが起きている。
　例えば、好調なスマートフォン市場では、シェアの高い２つの外資系企業で開発言語が異なる上、基本となるOSのバージョンアップが頻繁にあるため、その都度、日本の機器メーカー各社は新しいOSに対応する必要がある。こうしたOSと機器のマッチングに詳しい開発者は各社で争奪戦が起こるほど不足している。

　また、機器の高機能化に伴って、開発チームを統括できるプロジェクトマネージャーが不足しており、こうした人材を外部市場に求めることは困難となっている。
　このため、公的な支援施策を活用して、社内の余剰人材に再教育・再訓練を実施し、高い成長性が見込まれる事業への再配置に踏み切った企業もみられた。

東南アジアへのオフショア開発
　経済のグローバル化に伴い、機器部品の大半が台湾製や韓国製等となっている。また、中国は市場としても大きい。こうしたグローバル競争に対応するため、ベトナム等とのオフショア開発を進めている企業がある。ただし、数年前から先行して中国等のオフショア開発を行ったものの、商習慣の違いなどから進出に失敗した企業が業界内には多い。このため、オフショア開発については、依然として慎重な企業が多い。
震災の影響と今後の動き

スマートフォン市場やデジタル機器市場では、春夏商戦で更なる拡販を目指しており、受注見込みも大きかったが、東日本大震災が発生し、今後どのような影響が出るか注視している。
3月は受注拡大期にあたるため、今後の資金繰りについて不安視する声や、首都圏の計画停電の影響で、首都圏での開発の遅れや東日本への売上げ低迷を危惧する声があった。
（工藤　松太嘉）
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平成12年

398 (8.9) 25,987 (7.6) 609,643 (8.2)

　　13年

408 (8.8) 27,551 (8.4) 698,152 (7.4)

　　14年

381 (8.4) 28,748 (8.3) 696,511 (7.2)

　　15年

351 (8.2) 25,888 (7.5) 557,573 (6.3)

　　16年

360 (8.8) 26,338 (7.3) 556,177 (6.0)

　　17年

337 (8.6) 26,162 (7.6) 545,451 (5.9)

　　18年

1,133 (10.5) 49,122 (8.7) 884,261 (6.4)

　　19年

997 (10.5) 49,135 (8.7) 928,047 (6.4)

　　20年

1,333 (10.8) 54,572 (8.8) 994,341 (6.7)

　　21年

1,615 (10.6) 60,034 (9.8) 1,036,126 (8.7)

資料：経済産業省経済産業政策局調査統計部『特定サービス産業実態調査

報告書』各年版

（注１）平成18年度に調査改正を行い、調査対象名簿を拡充したため、不

連続が生じている。

（注２）（　）内は全国に対する構成比。

事業所数 従業者数 年間売上高

（か所） （人） （百万円）
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1,615 60,034 1,036,126

(10.6) (9.8) (8.7)

5,596 318,598 7,458,622

(36.7) (52.0) (62.6)

1,047 58,537 905,690

(6.9) (9.6) (7.6)

895 25,164 466,153

(5.9) (4.1) (3.9)

800 21,137 314,336

(5.2) (3.5) (2.6)

全　国　計 15,249 612,370 11,914,111 78,130.4 1,946

（注）（　　）内は全国に対する構成比。
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たり売上高
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資料：経済産業省経済産業政策局調査統計部『平成21年　特定サービス産業

実態調査報告書　ソフトウェア、情報処理提供サービス業編』
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大      阪 1,726
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東　　　京

従業者数

64,156.4

133,284.9
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（百万円）
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